様式B
年　　月　　日


一般財団法人　海外産業人材育成協会
理事長　吉　田　泰　彦   殿



（令和５年度補正予算「インド太平洋経済枠組み（IPEF）協力推進事業」）
公平な競争環境確保および政策提言に向けたASEAN通商・産業政策調査



　標記調査に係る企画提案書を別紙のとおり提出いたします。



法　人　名：

　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　
（別紙）



（令和５年度補正予算「インド太平洋経済枠組み（IPEF）協力推進事業」）
公平な競争環境確保および政策提言に向けたASEAN通商・産業政策調査


企画提案書






年　　月　　日

　　法人名：　　　　　　　　　　　　　



1
様式第１　　業務従事予定者の経歴、職歴、資格（担当予定者全員分）
	事業名
	公平な競争環境確保および政策提言に向けたASEAN通商・産業政策調査

	氏　　名
	
	　担当業務
	

	
	
	　専門技術
	

	
	
	取得資格
（登録番号）
（取得年月日）

	

	外国語
	取得資格：
	
	

	
	資格名：
	
	

	
	点数又はグレード：


	
	

	
	
	
	

	
	取得年月日：
	
	　　

	職歴
	期間（年月～年月）
	勤務先
	部・課、職位
	職務内容

	
	








	
	
	

	業務等
従事経歴
	件名
	発注者
	担当業務
	実施時期

	
	
















	
	
	


様式第２　　
	類似業務経験（法人としての業務経験）
	件名
	発注者
	担当業務
	実施時期

	
	
	
	
	



5
様式第３　　
	業務支援体制

	１．法人としての支援体制



















２．関連事業者との協力体制























様式第４　　
	作業計画・要員計画

	１．作業計画


















２．要員計画






















様式第５　　
	受託業務費見積書

	
　　受託業務費見積書：金　　　　　　　　　　　円也
（消費税及び地方消費税相当額を含む。）

（以下、内訳）

	Ⅰ．直接費
	
	円

	１．直接人件費
	
	円

	２．直接経費
	
	円

	
	
	

	Ⅱ．間接費
	
	円

	　１．一般管理費（Ⅰ．×一般管理費率）
	円

	（※一般管理費率は再委託費を除く直接費の10%を上限とする。）

	
	
	

	Ⅲ．再委託費
	
	円

	
	
	

	Ⅳ．小計額（Ⅰ．＋Ⅱ．＋Ⅲ．）
	
	円

	
	
	

	Ⅴ．消費税及び地方消費税相当額（Ⅳ．×10%）
	円

	
	
	

	Ⅵ．合計額（Ⅳ．＋Ⅴ．）
	
	円

	
	
	






＜記載要領＞
1. 再委託
再委託とは、請負その他委託の形式を問わず、委託業務の一部を第三者に委託することをいいます。（外注費を含みます。）
2. 積算内訳
各項目の積算内訳を添付すること。その際、時間単位の人件費単価を明示し、その単価が健保等級単価、実績単価、コスト実績単価、受託単価のいずれであるかを明示すること。（人件費に関する経理処理については、経済産業省委託事業事務処理マニュアルを参照。）
3. 消費税及び地方消費税相当額
ASEAN法人は「V.消費税及び地方消費税相当額」に0を記入し、Ⅰ.直接費、Ⅱ．間接費、Ⅲ．再委託費の各項目に税（タイVAT等）を含めた額を記載すること。（※当該欄は日本の消費税法に基づく日本事業者用の記載欄です。）日本法人の場合は、Ⅰ～Ⅲの各項目は税抜額を記載し、「V.消費税及び地方消費税相当額」欄に日本の消費税額（10%）を計上すること。
4. 適用為替レート
外貨（タイ・バーツ等）で発生する費用を日本円に換算する際は、「企画提案書の提出日が属する月の前月末日における三菱UFJ銀行（またはみずほ銀行）公表の対顧客電信売買相場仲値（TTMレート）」を使用してください。また、見積書内または備考欄に、適用した為替レートおよび適用年月日を必ず明記してください。
※ なお、本見積書で設定された金額（円）は採択時の委託金上限額となります。
